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○ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成１８年３月３１日老計発第0331004 号 老振発第03310

04 号老老発第0331017 号 厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知）

（変更点は下線部）

改 正 前 改 正 後

（目次） （目次）

第一 基準の性格 第一 基準の性格

第二 総論 第二 総論

第三 地域密着型サービス 第三 地域密着型サービス

一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

一 夜間対応型訪問介護 二 夜間対応型訪問介護

二 認知症対応型通所介護 三 認知症対応型通所介護

三 小規模多機能型居宅介護 四 小規模多機能型居宅介護

四 認知症対応型共同生活介護 五 認知症対応型共同生活介護

五 地域密着型特定施設入居者生活介護 六 地域密着型特定施設入居者生活介護

六 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 七 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

八 複合型サービス

第四 地域密着型介護予防サービス 第四 地域密着型介護予防サービス

一 地域密着型介護予防サービスに関する基準について 一 地域密着型介護予防サービスに関する基準について

二 個別サービスの相違点 二 個別サービスの相違点

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

第一 （略） 第一 （略）

第二 総論 第二 総論

１ （略） １ （略）

２ 用語の定義 ２ 用語の定義

（略） （略）

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

⑷ 「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 ⑷ 「専ら従事する」「専ら提供に当たる」

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の 原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の

職務に従事しないことをいうものである。この場合のサービス提 職務に従事しないことをいうものである。この場合のサービス提

供時間帯とは、当該従事者の当該事業所における勤務時間（単独 供時間帯とは、当該従事者の当該事業所における勤務時間をいう

型・併設型指定認知症対応型通所介護については、サービスの単 ものであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。

位ごとの提供時間）をいうものであり、当該従業者の常勤・非常
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勤の別を問わない。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護については、あらかじめ計画された勤務表に従って、サー

ビス提供時間帯の途中で同一職種の従業者と交代する場合には、

それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に

従事しないことをもって足りるものである。

⑸ 「前年度の平均値」 ⑸ 「前年度の平均値」

① 基準第六十三条第二項（指定小規模多機能型居宅介護に係る ① 基準第六十三条第二項（指定小規模多機能型居宅介護に係る

小規模多機能型居宅介護従業者の員数を算定する場合の利用者 小規模多機能型居宅介護従業者の員数を算定する場合の利用者

の数の算定方法）、第九十条第二項（指定認知症対応型共同生 の数の算定方法）、第九十条第二項（指定認知症対応型共同生

活介護に係る介護従業者の員数を算定する場合の利用者の数の 活介護に係る介護従業者の員数を算定する場合の利用者の数の

算定方法）、第百十条第二項（指定地域密着型特定施設入居者 算定方法）、第百十条第二項（指定地域密着型特定施設入居者

生活介護に係る看護職員又は介護職員の員数を算定する場合の 生活介護に係る看護職員又は介護職員の員数を算定する場合の

利用者の数の算定方法）及び第百三十一条第二項（指定地域密 利用者の数の算定方法）、第百三十一条第二項（指定地域密着

着型介護老人福祉施設における介護職員又は看護職員の員数を 型介護老人福祉施設における介護職員又は看護職員の員数を算

算定する場合の入所者の数の算定方法）における「前年度の平 定する場合の入所者の数の算定方法）及び第百七十一条第二項

均値」は、当該年度の前年度（毎年四月一日に始まり翌年三月 （指定複合型サービスに係る複合型サービス従業者の員数を算

三十一日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用 定する場合の利用者の数の算定方法）における「前年度の平均

いる。この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の 値」は、当該年度の前年度（毎年四月一日に始まり翌年三月三

延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用 十一日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用い

者数等の算定に当たっては、小数点第二位以下を切り上げるも る。この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延

のとする。 数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者

数等の算定に当たっては、小数点第二位以下を切り上げるもの

とする。

② 新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者 ② 新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者

又は施設においては、新設又は増床分のベッドに関しては、前 又は施設においては、新設又は増床分のベッドに関しては、前

年度において一年未満の実績しかない場合（前年度の実績が全 年度において一年未満の実績しかない場合（前年度の実績が全

くない場合を含む。）の利用者数等は、新設又は増床の時点か くない場合を含む。）の利用者数等は、新設又は増床の時点か

ら六月未満の間は、便宜上、ベッド数（指定小規模多機能型居 ら六月未満の間は、便宜上、ベッド数（指定小規模多機能型居

宅介護に係る小規模多機能型居宅介護従業者の員数を算定する 宅介護に係る小規模多機能型居宅介護従業者又は指定複合型サ

場合は通いサービスの利用定員）の九十％を利用者数等とし、 ービスに係る複合型サービス従業者の員数を算定する場合は通

新設又は増床の時点から六月以上一年未満の間は、直近の六月 いサービスの利用定員）の九十％を利用者数等とし、新設又は

における全利用者等の延数を六月間の日数で除して得た数とし、 増床の時点から六月以上一年未満の間は、直近の六月における

新設又は増床の時点から一年以上経過している場合は、直近一 全利用者等の延数を六月間の日数で除して得た数とし、新設又

年間における全利用者等の延数を一年間の日数で除して得た数 は増床の時点から一年以上経過している場合は、直近一年間に

とする。また、減床の場合には、減床後の実績が三月以上ある おける全利用者等の延数を一年間の日数で除して得た数とする。
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ときは、減床後の利用者数等の延数を延日数で除して得た数と また、減床の場合には、減床後の実績が三月以上あるときは、

する。ただし、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密 減床後の利用者数等の延数を延日数で除して得た数とする。た

着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、これらによ だし、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護

り難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利 老人福祉施設入所者生活介護については、これらにより難い合

用者数を推定するものとする。 理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利用者数を

なお、小規模多機能型居宅介護に係る指定の申請時において 推定するものとする。

通いサービスを行うために確保すべき小規模多機能型居宅介護 なお、小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスに係る指

従業者の員数は、基本的には通いサービスの利用定員の九十％ 定の申請時において通いサービスを行うために確保すべき小規

を基に算定すべきであるが、小規模多機能型居宅介護のサービ 模多機能型居宅介護従業者又は複合型サービス従業者の員数は、

ス内容や報酬に照らして定員相当の利用者が集まるまでに時間 基本的には通いサービスの利用定員の九十％を基に算定すべき

を要することも考慮し、当面、新設の時点から六月未満の間は、 であるが、小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスのサー

通いサービスの利用定員の五十％の範囲内で、指定の際に事業 ビス内容や報酬に照らして定員相当の利用者が集まるまでに時

者からあらかじめ届け出られた利用者見込数を前提に算定する 間を要することも考慮し、当面、新設の時点から六月未満の間

こととして差し支えない。この場合において、届け出られた利 は、通いサービスの利用定員の五十％の範囲内で、指定の際に

用者見込数を超える状況となれば、事業者は届出内容を変更す 事業者からあらかじめ届け出られた利用者見込数を前提に算定

る必要がある。 することとして差し支えない。この場合において、届け出られ

た利用者見込数を超える状況となれば、事業者は届出内容を変

更する必要がある

３ （略） ３ （略）

第三 地域密着型サービス 第三 地域密着型サービス

一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

１ 基本方針

⑴ 基本方針（基準第三条の二）

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期的な巡回又は

随時通報によりその者の居宅を訪問し、その利用者が尊厳を保持

し、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介

護、日常生活上の緊急時の対応その他の安心してその居宅におい

て生活を送ることができるようにするための援助を行い、その療

養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目指すものである。

⑵ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（基準第三条の三）

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サービス、

随時対応サービス及び随時訪問サービス並びに訪問看護サービス

を適宜適切に組み合わせて、利用者にとって必要なサービスを必

要なタイミングで提供し、総合的に利用者の在宅生活の継続を支


